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○栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部改正 
 
栃木県規則第39号                                         
 栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部を改正

する規則を次のように定める。  
  令和６年９月30日                                      
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部を

改正する規則          
 栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成19年栃

木県規則第34号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（電磁的記録による保存の方法） 

第４条 民間事業者等は、条例第３条第１項の規定

により、別表第１の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の保存に代えて当

該書面に係る電磁的記録の保存を行う場合には、

次に掲げる方法のいずれかにより行わなければな

らない。 

(1)a作成された電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は電

磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をい

う。以下同じ。）あああああああああああああ

ああああああああああああああああああをもっ

て調製するファイルにより保存する方法 

(2)a書面に記載されている事項をスキャナ（これ

に準ずる画像読取装置を含む。）により読み

取ってできた電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は電

磁的記録媒体をもって調製するファイルにより

保存する方法 

２ 略 

 

（電磁的記録による作成の方法） 

第６条 民間事業者等は、条例第４条第１項の規定

により、別表第２の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の作成に代えて当

該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合には、

民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法又は電磁的記録媒体を

もって調製する方法により作成を行わなければな

らない。 

 

第９条 略 

 

（電磁的記録による交付等の適用範囲） 

第10条 条例第６条第１項の規則等で定める交付等

は、別表第４の左欄に掲げる条例等の同表の右欄

（電磁的記録による保存の方法） 

第４条 民間事業者等は、条例第３条第１項の規定

により、別表第１の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の保存に代えて当

該書面に係る電磁的記録の保存を行う場合には、

次に掲げる方法のいずれかにより行わなければな

らない。 

(1)a作成された電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁

気ディスク（これに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物を含

む。以下「磁気ディスク等」という。）をもっ

て調製するファイルにより保存する方法 

(2)a書面に記載されている事項をスキャナ（これ

に準ずる画像読取装置を含む。）により読み

取ってできた電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁

気ディスク等をもって調製するファイルにより

保存する方法 

２ 略 

 

（電磁的記録による作成の方法） 

第６条 民間事業者等は、条例第４条第１項の規定

により、別表第２の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の作成に代えて当

該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合には、

民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法又は磁気ディスク等を

もって調製する方法により作成を行わなければな

らない。 

 

第９条 略 
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○栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部改正 
 
栃木県規則第39号                                         
 栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則の一部を改正

する規則を次のように定める。  
  令和６年９月30日                                      
                              栃木県知事  福  田  富  一   
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 栃木県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成19年栃

木県規則第34号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 
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第４条 民間事業者等は、条例第３条第１項の規定

により、別表第１の左欄に掲げる条例等の同表の
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該書面に係る電磁的記録の保存を行う場合には、
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(1)a作成された電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は電

磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をい

う。以下同じ。）あああああああああああああ

ああああああああああああああああああをもっ

て調製するファイルにより保存する方法 

(2)a書面に記載されている事項をスキャナ（これ

に準ずる画像読取装置を含む。）により読み

取ってできた電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は電

磁的記録媒体をもって調製するファイルにより

保存する方法 

２ 略 

 

（電磁的記録による作成の方法） 

第６条 民間事業者等は、条例第４条第１項の規定

により、別表第２の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の作成に代えて当

該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合には、

民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ
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もって調製する方法により作成を行わなければな

らない。 

 

第９条 略 

 

（電磁的記録による交付等の適用範囲） 

第10条 条例第６条第１項の規則等で定める交付等

は、別表第４の左欄に掲げる条例等の同表の右欄

（電磁的記録による保存の方法） 

第４条 民間事業者等は、条例第３条第１項の規定

により、別表第１の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の保存に代えて当

該書面に係る電磁的記録の保存を行う場合には、

次に掲げる方法のいずれかにより行わなければな

らない。 

(1)a作成された電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁

気ディスク（これに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物を含

む。以下「磁気ディスク等」という。）をもっ

て調製するファイルにより保存する方法 

(2)a書面に記載されている事項をスキャナ（これ

に準ずる画像読取装置を含む。）により読み

取ってできた電磁的記録を民間事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁

気ディスク等をもって調製するファイルにより

保存する方法 

２ 略 

 

（電磁的記録による作成の方法） 

第６条 民間事業者等は、条例第４条第１項の規定

により、別表第２の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の作成に代えて当

該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合には、

民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録する方法又は磁気ディスク等を

もって調製する方法により作成を行わなければな

らない。 

 

第９条 略 
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に掲げる規定に基づく書面の交付等とする。 

 

 （電磁的記録による交付等の方法） 

第11条 民間事業者等は、条例第６条第１項の規定

により、別表第４の左欄に掲げる条例等の同表の

右欄に掲げる規定に基づく書面の交付等に代えて

当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項

の交付等を行う場合には、次に掲げる方法のいず

れかにより行わなければならない。 

 (1)a電子情報処理組織を使用する方法のうちア又

はイに掲げるもの 

  ア 民間事業者等の使用に係る電子計算機と交

付等の相手方の使用に係る電子計算機とを接

続する電気通信回線を通じて送信し、受信者

の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録する方法 

  イ 民間事業者等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに記録された書面に記載す

べき事項を電気通信回線を通じて交付等の相

手方の閲覧に供し、当該相手方の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該事項

を記録する方法（条例第６条第１項に規定す

る方法による交付等を受ける旨の承諾又は受

けない旨の申出をする場合にあっては、民間

事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルにその旨を記録する方法） 

 (2)a電磁的記録媒体をもって調製するファイルに

書面に記載すべき事項を記録したものを交付す

る方法 

２ 民間事業者等は、前項の規定による電磁的記録

に記録されている事項の交付等を行う場合には、

交付等の相手方がファイルへの記録を出力するこ

とにより書面を作成することができるようにしな

ければならない。 

 

（電磁的記録による交付等の承諾等） 

第12条 民間事業者等は、条例第６条第１項の規定

により同項に規定する事項の交付等を行おうとす

るときは、あらかじめ、当該交付等の相手方に対

し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければ

ならない。 

２ 前項の規定により示すべき電磁的方法の種類及

び内容は、次に掲げる事項とする。 

 (1)a前条第１項に規定する方法のうち民間事業者

等が使用するもの 

 (2)aファイルへの記録の方式 

３ 第１項の規定による承諾を得た民間事業者等

は、同項の相手方から書面又は電磁的方法により

電磁的方法による交付等を受けない旨の申出が
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事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ
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る方法 
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に記録されている事項の交付等を行う場合には、

交付等の相手方がファイルへの記録を出力するこ

とにより書面を作成することができるようにしな

ければならない。 

 

（電磁的記録による交付等の承諾等） 

第12条 民間事業者等は、条例第６条第１項の規定

により同項に規定する事項の交付等を行おうとす

るときは、あらかじめ、当該交付等の相手方に対

し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければ

ならない。 

２ 前項の規定により示すべき電磁的方法の種類及

び内容は、次に掲げる事項とする。 
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あったときは、当該相手方に対し、条例第６条第

１項に規定する事項の交付等を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該相手方が再び第

１項の規定による承諾をした場合は、この限りで

ない。 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例（平成

16年栃木県条例第 40

号） 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例（令和２

年栃木県条例第５号） 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準

（令和元年厚生労働省

令第34号）第９条第２

項及び第11条第５項に

係る部分に限る。） 

略 

 

別表第２（第５条、第６条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準第

26条第７号に係る部分

に限る。） 

保護施設等の設備及び

運営に関する基準を定

める条例 

第３条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる救

護施設、更生施設、授

産施設及び宿所提供施

設の設備及び運営に関

する基準第16条第６項

及び第20条第１項に係

る部分（第６条におい

てその例による場合を

含む。）に限る。） 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例（平成

16年栃木県条例第 40

号） 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例（令和２

年栃木県条例第５号） 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準

（令和元年厚生労働省

令第34号）第９条第２

項及び第11条第５項に

係る部分に限る。） 

略 

 

別表第２（第５条、第６条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準第

26条第７号に係る部分

に限る。） 

保護施設等の設備及び

運営に関する基準を定

める条例 

第３条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる救

護施設、更生施設、授

産施設及び宿所提供施

設の設備及び運営に関

する基準第16条第６項

及び第20条第１項に係

る部分（第６条におい

てその例による場合を

含む。）に限る。） 
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あったときは、当該相手方に対し、条例第６条第

１項に規定する事項の交付等を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該相手方が再び第

１項の規定による承諾をした場合は、この限りで

ない。 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例（平成

16年栃木県条例第 40

号） 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例（令和２

年栃木県条例第５号） 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準

（令和元年厚生労働省

令第34号）第９条第２

項及び第11条第５項に

係る部分に限る。） 

略 

 

別表第２（第５条、第６条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準第

26条第７号に係る部分

に限る。） 

保護施設等の設備及び

運営に関する基準を定

める条例 

第３条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる救

護施設、更生施設、授

産施設及び宿所提供施

設の設備及び運営に関

する基準第16条第６項

及び第20条第１項に係

る部分（第６条におい

てその例による場合を

含む。）に限る。） 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例（平成

16年栃木県条例第 40

号） 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例（令和２

年栃木県条例第５号） 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準

（令和元年厚生労働省

令第34号）第９条第２

項及び第11条第５項に

係る部分に限る。） 

略 

 

別表第２（第５条、第６条関係） 

条   例   等 規     定 

略 

栃木県生活環境の保全

等に関する条例 

略 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準第

26条第７号に係る部分

に限る。） 

保護施設等の設備及び

運営に関する基準を定

める条例 

第３条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる救

護施設、更生施設、授

産施設及び宿所提供施

設の設備及び運営に関

する基準第16条第６項

及び第20条第１項に係

る部分（第６条におい

てその例による場合を

含む。）に限る。） 
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附 則                                            
 この規則は、令和６年10月１日から施行する。 

（行政改革ＩＣＴ推進課） 
 

 

別表第３ 略 

 

別表第４（第10条、第11条関係） 

条   例   等 規     定 

無料低額宿泊所の設備

及び運営に関する基準

を定める条例 

第２条（同条に定める

基準のうち、同条にお

いてその定めるところ

によることとされる無

料低額宿泊所の設備及

び運営に関する基準附

則第３条第１項第２号

に係る部分に限る。） 

 
  

  

別表第３ 略 
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○栃木県立自然公園条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第40号 

 栃木県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和６年９月30日 

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   栃木県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則 

 栃木県立自然公園条例施行規則（昭和33年栃木県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（承継の承認又は認可の申請） 

第７条 略 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類（第１条の

２第７号に掲げる施設に関する公園事業にあって

は、第４号に掲げる書類を除く。）を添えなけれ

ばならない。 

(1)～(5) 略 

(6)aその他知事が必要と認める書類 

３～６ 略 

 

（特別地域内における行為の許可申請書） 

第15条 略 

２・３ 略 

４ 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のた

めに反復継続して行われるものを除く。）の場所

の面積が１ヘクタール以上である場合又は申請に

係る行為がその延長が２キロメートル以上若しく

はその幅員が10メートル以上となる計画になって

いる道路の新築（条例の規定による許可を現に受

け又は受けることが確実である行為が行われる場

所に到達するためのものを除く。）である場合に

あっては、第１項の申請書には、第２項各号に掲

げる図面のほか、次に掲げる事項を記載した書類

を添えなければならない。 

(1)～(4) 略 

５ 略 

 

（特別地域内における許可又は届出を要しない行

為） 

第16条 条例第19条第８項第５号の知事が定める行

為は、次に掲げるものとする。 

(1)～(9)の７ 略 

(9)の８a既存の電線、電話線若しくは通信用ケー

ブル（以下この条において「電線等」とい

う。）を改築すること又は既存の電線等に沿っ

て電線等を新築若しくは増築すること（既存の

電線等の色彩と同等と認められるものに限

る。）。 

(9)の９a略 

（承継の承認又は認可の申請） 

第７条 略 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類（第１条の

２第７号に掲げる施設に関する公園事業にあって

は、第４号に掲げる書類を除く。）を添えなけれ

ばならない。 

(1)～(5) 略 

 

３～６ 略 

 

（特別地域内における行為の許可申請書） 

第15条 略 

２・３ 略 

４ 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のた

めに反復継続して行われるものを除く。）の場所

の面積が１ヘクタール以上である場合又は申請に

係る行為がその延長が２キロメートル以上若しく

はその幅員が10メートル以上となる計画になって

いる道路の新築（条例の規定による許可を現に受

け又は受けることが確実である行為が行われる場

所に到達するためのものを除く。）である場合に

あっては、第１項の申請書には、前項各号 に掲

げる図面のほか、次に掲げる事項を記載した書類

を添えなければならない。 

(1)～(4) 略 

５ 略 

 

（特別地域内における許可又は届出を要しない行

為） 

第16条 条例第19条第８項第５号の知事が定める行

為は、次に掲げるものとする。 

(1)～(9)の７ 略 

(9)の８a既存の電線、電話線又は  通信用ケー

ブル（以下この条において「電線等」とい

う。）を改築すること又は既存の電線等に沿っ

て電線等を新築若しくは増築すること（既存の

電線等の色彩と同等と認められるものに限

る。）。 

(9)の９a略 
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○栃木県立自然公園条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第40号 

 栃木県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和６年９月30日 

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   栃木県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則 

 栃木県立自然公園条例施行規則（昭和33年栃木県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（承継の承認又は認可の申請） 

第７条 略 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類（第１条の

２第７号に掲げる施設に関する公園事業にあって

は、第４号に掲げる書類を除く。）を添えなけれ

ばならない。 

(1)～(5) 略 

(6)aその他知事が必要と認める書類 

３～６ 略 

 

（特別地域内における行為の許可申請書） 

第15条 略 

２・３ 略 

４ 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のた

めに反復継続して行われるものを除く。）の場所

の面積が１ヘクタール以上である場合又は申請に

係る行為がその延長が２キロメートル以上若しく

はその幅員が10メートル以上となる計画になって

いる道路の新築（条例の規定による許可を現に受

け又は受けることが確実である行為が行われる場

所に到達するためのものを除く。）である場合に

あっては、第１項の申請書には、第２項各号に掲

げる図面のほか、次に掲げる事項を記載した書類

を添えなければならない。 

(1)～(4) 略 

５ 略 

 

（特別地域内における許可又は届出を要しない行

為） 

第16条 条例第19条第８項第５号の知事が定める行

為は、次に掲げるものとする。 

(1)～(9)の７ 略 

(9)の８a既存の電線、電話線若しくは通信用ケー

ブル（以下この条において「電線等」とい

う。）を改築すること又は既存の電線等に沿っ

て電線等を新築若しくは増築すること（既存の

電線等の色彩と同等と認められるものに限

る。）。 

(9)の９a略 

（承継の承認又は認可の申請） 

第７条 略 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類（第１条の

２第７号に掲げる施設に関する公園事業にあって

は、第４号に掲げる書類を除く。）を添えなけれ

ばならない。 

(1)～(5) 略 

 

３～６ 略 

 

（特別地域内における行為の許可申請書） 

第15条 略 

２・３ 略 

４ 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のた

めに反復継続して行われるものを除く。）の場所

の面積が１ヘクタール以上である場合又は申請に

係る行為がその延長が２キロメートル以上若しく

はその幅員が10メートル以上となる計画になって

いる道路の新築（条例の規定による許可を現に受

け又は受けることが確実である行為が行われる場

所に到達するためのものを除く。）である場合に

あっては、第１項の申請書には、前項各号 に掲

げる図面のほか、次に掲げる事項を記載した書類

を添えなければならない。 

(1)～(4) 略 

５ 略 

 

（特別地域内における許可又は届出を要しない行

為） 

第16条 条例第19条第８項第５号の知事が定める行

為は、次に掲げるものとする。 

(1)～(9)の７ 略 

(9)の８a既存の電線、電話線又は  通信用ケー

ブル（以下この条において「電線等」とい

う。）を改築すること又は既存の電線等に沿っ

て電線等を新築若しくは増築すること（既存の

電線等の色彩と同等と認められるものに限

る。）。 

(9)の９a略 
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附 則                                            

 この規則は、令和６年10月１日から施行する。 

（自然環境課）  

 

 

(9)の10a変圧器その他の電柱に付帯する工作物

（当該電柱の色彩と同等と認められない電柱の

支柱を除く。）を新築、改築又は増築すること

（当該電柱の高さを超えないものに限る。）。 

(9)の11・(9)の12 略 

(9)の13a特定外来生物による生態系等に係る被害

の防止に関する法律（平成16年法律第78号）第

２条第１項に規定する特定外来生物（以下この

条において「特定外来生物」という。）の防除

若しくは当該防除に係る調査又は保安の目的

で、カメラを設置すること。 

(9)の14a略 

(9)の15a県が、公園の保護又は適正な利用の推進

の目的で人の立入りを防止するための柵、 当

該公園の利用者数を計測するための機器その他

の仮設の工作物（高さが３メートル以下であ

り、かつ、その水平投影面積が３平方メートル

以下であるものに限る。）を新築し、改築し、

又は増築すること。 

(10)～(21) 略 

(22) 地表から2.5メートル以下の高さで、広告

物等を建築物の壁面に掲出し、又は工作物等に

表示すること（正当な理由がなくて行う場合を

除く。）。 

(23)・(24) 略 

(25) 森林、牧野、草原若しくは農地又は野生動

植物の保護管理のための標識を掲出し、又は設

置すること。 

(25)の２ 特定外来生物の防除又は当該防除に係

る調査の目的で、標識その他これに類するもの

を掲出し、若しくは設置し、又は工作物等にこ

れらを表示すること。 

(25)の３～(28)の32 略 

(28)の33 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律第14条の２第１項に規定する実

施計画に従って実施する指定管理鳥獣捕獲等事

業による指定管理鳥獣の捕獲に伴う行為とし

て、条例第19条第３項各号に掲げるものを行う

こと。 

(29)・(30) 略 

(9)の10a変圧器その他の電柱に付帯する設備を

（当該電柱の色彩と同等と認められない電柱の

支柱を除く。）を新築、改築又は増築すること

（当該電柱の高さを超えないものに限る。）。 

(9)の11・(9)の12 略 

(9)の13a特定外来生物による生態系等に係る被害

の防止に関する法律（平成16年法律第78号）第

２条第１項に規定する特定外来生物（以下この

条において「特定外来生物」という。）の防除

若しくは当該防除に係る調査又は保安の目的

で、カメラを設置すること。 

(9)の14a略 

(9)の15a県が、公園の保護又は適正な利用の推進

のために人の立入りを防止するための柵又は当

該公園の利用者数を計測するための機器その他

の仮設の工作物（高さが３メートル以下であ

り、かつ、その水平投影面積が３平方メートル

以下であるものに限る。）を新築し、改築し、

又は増築すること。 

(10)～(21) 略 

(22) 地表から2.5メートル以下の高さで、広告

物等を建築物の壁面に掲出し、又は工作物等に

表示すること（正当な理由がなくて行う場合を

除く。）。 

(23)・(24) 略 

(25) 森林、牧野、草原若しくは農地又は野生動

植物の保護管理のための標識を掲出し、又は設

置すること。 

(25)の２ 特定外来生物の防除又は当該防除に係

る調査の目的で、標識その他これに類するもの

を掲出し、若しくは設置し、又は工作物等にこ

れらを表示すること。 

(25)の３～(28)の32 略 

(28)の33 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律第14条の２第１項の規定による

あ          指定管理鳥獣捕獲等事

業による指定管理鳥獣の捕獲に伴う行為とし

て、条例第19条第３項各号に掲げるものを行う

こと。 

(29)・(30) 略 
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附 則                                            

 この規則は、令和６年10月１日から施行する。 

（自然環境課）  

 

 

(9)の10a変圧器その他の電柱に付帯する工作物

（当該電柱の色彩と同等と認められない電柱の

支柱を除く。）を新築、改築又は増築すること

（当該電柱の高さを超えないものに限る。）。 

(9)の11・(9)の12 略 

(9)の13a特定外来生物による生態系等に係る被害

の防止に関する法律（平成16年法律第78号）第

２条第１項に規定する特定外来生物（以下この

条において「特定外来生物」という。）の防除

若しくは当該防除に係る調査又は保安の目的

で、カメラを設置すること。 

(9)の14a略 

(9)の15a県が、公園の保護又は適正な利用の推進

の目的で人の立入りを防止するための柵、 当

該公園の利用者数を計測するための機器その他

の仮設の工作物（高さが３メートル以下であ

り、かつ、その水平投影面積が３平方メートル

以下であるものに限る。）を新築し、改築し、

又は増築すること。 

(10)～(21) 略 

(22) 地表から2.5メートル以下の高さで、広告

物等を建築物の壁面に掲出し、又は工作物等に

表示すること（正当な理由がなくて行う場合を

除く。）。 

(23)・(24) 略 

(25) 森林、牧野、草原若しくは農地又は野生動

植物の保護管理のための標識を掲出し、又は設

置すること。 

(25)の２ 特定外来生物の防除又は当該防除に係

る調査の目的で、標識その他これに類するもの

を掲出し、若しくは設置し、又は工作物等にこ

れらを表示すること。 

(25)の３～(28)の32 略 

(28)の33 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律第14条の２第１項に規定する実

施計画に従って実施する指定管理鳥獣捕獲等事

業による指定管理鳥獣の捕獲に伴う行為とし

て、条例第19条第３項各号に掲げるものを行う

こと。 

(29)・(30) 略 

(9)の10a変圧器その他の電柱に付帯する設備を

（当該電柱の色彩と同等と認められない電柱の

支柱を除く。）を新築、改築又は増築すること

（当該電柱の高さを超えないものに限る。）。 

(9)の11・(9)の12 略 

(9)の13a特定外来生物による生態系等に係る被害

の防止に関する法律（平成16年法律第78号）第

２条第１項に規定する特定外来生物（以下この

条において「特定外来生物」という。）の防除

若しくは当該防除に係る調査又は保安の目的

で、カメラを設置すること。 

(9)の14a略 

(9)の15a県が、公園の保護又は適正な利用の推進

のために人の立入りを防止するための柵又は当

該公園の利用者数を計測するための機器その他

の仮設の工作物（高さが３メートル以下であ

り、かつ、その水平投影面積が３平方メートル

以下であるものに限る。）を新築し、改築し、

又は増築すること。 

(10)～(21) 略 

(22) 地表から2.5メートル以下の高さで、広告

物等を建築物の壁面に掲出し、又は工作物等に

表示すること（正当な理由がなくて行う場合を

除く。）。 

(23)・(24) 略 

(25) 森林、牧野、草原若しくは農地又は野生動

植物の保護管理のための標識を掲出し、又は設

置すること。 

(25)の２ 特定外来生物の防除又は当該防除に係

る調査の目的で、標識その他これに類するもの

を掲出し、若しくは設置し、又は工作物等にこ

れらを表示すること。 

(25)の３～(28)の32 略 

(28)の33 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律第14条の２第１項の規定による

あ          指定管理鳥獣捕獲等事

業による指定管理鳥獣の捕獲に伴う行為とし

て、条例第19条第３項各号に掲げるものを行う

こと。 

(29)・(30) 略 
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○栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部改正  
 
栃木県規則第41号                                          
 栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。  
  令和６年９月30日                                        
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部を改正する規則          
 栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則（平成15年栃木県規則第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

附 則                                            
この規則は、令和６年10月１日から施行する。                          

（工業振興課） 
 

改   正   後 改   正   前 

（使用料の納付） 

第15条 略 

２ 技術支援センターの許可利用者は、第４条第３

項の利用許可書又は第５条第２項の利用変更許可

書の交付を受けたときは、知事が別に定める納期

までに使用料を納付しなければならない。ただ

し、地方自治法第231条の２の３第１項に規定す

る指定納付受託者に同法第231条の２の２の規定

により委託する使用料については、この限りでな

い。 

（使用料の納付） 

第15条 略 

２ 技術支援センターの許可利用者は、第４条第３

項の利用許可書又は第５条第２項の利用変更許可

書の交付を受けたときは、知事が別に定める納期

までに使用料を納付しなければならない。ただ

し、 
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○とちぎ明治の森記念館管理規則の一部改正 
 
栃木県規則第42号                                          
 とちぎ明治の森記念館管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。         
  令和６年９月30日                                        

                              栃木県知事  福  田  富  一   
   とちぎ明治の森記念館管理規則の一部を改正する規則                 

 とちぎ明治の森記念館管理規則（平成11年栃木県規則第36号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則 

 この規則は、令和６年11月１日から施行する。 

（道路保全課）  
 

改   正   後 改   正   前 

（休館日） 

第３条 記念館の休館日は、次のとおりとする。た

だし、維持修繕その他の事情により、知事が必要

があると認めたとき又は条例第６条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が必要

があると認めた場合であらかじめ知事の承認を得

たときは、これを変更し、又は臨時に休館するこ

とができる。 

(1)a毎週火曜日（その日が国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）又は栃木県県民の日

に当たるときは、その日後のその日に最も近い

休日以外の日） 

(2)a略 

２ 略 

（休館日） 

第３条 記念館の休館日は、次のとおりとする。た

だし、維持修繕その他の事情により、知事が必要

があると認めたとき又は条例第６条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が必要

があると認めた場合であらかじめ知事の承認を得

たときは、これを変更し、又は臨時に休館するこ

とができる。 

(1)a毎週月曜日（その日が国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）又は栃木県県民の日

に当たるときは、その日後のその日に最も近い

休日以外の日） 

(2)a略 

２ 略 
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○とちぎ明治の森記念館管理規則の一部改正 
 
栃木県規則第42号                                          
 とちぎ明治の森記念館管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。         
  令和６年９月30日                                        

                              栃木県知事  福  田  富  一   
   とちぎ明治の森記念館管理規則の一部を改正する規則                 

 とちぎ明治の森記念館管理規則（平成11年栃木県規則第36号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則 

 この規則は、令和６年11月１日から施行する。 

（道路保全課）  
 

改   正   後 改   正   前 

（休館日） 

第３条 記念館の休館日は、次のとおりとする。た

だし、維持修繕その他の事情により、知事が必要

があると認めたとき又は条例第６条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が必要

があると認めた場合であらかじめ知事の承認を得

たときは、これを変更し、又は臨時に休館するこ

とができる。 

(1)a毎週火曜日（その日が国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）又は栃木県県民の日

に当たるときは、その日後のその日に最も近い

休日以外の日） 

(2)a略 

２ 略 

（休館日） 

第３条 記念館の休館日は、次のとおりとする。た

だし、維持修繕その他の事情により、知事が必要

があると認めたとき又は条例第６条に規定する指

定管理者（以下「指定管理者」という。）が必要

があると認めた場合であらかじめ知事の承認を得

たときは、これを変更し、又は臨時に休館するこ

とができる。 

(1)a毎週月曜日（その日が国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）又は栃木県県民の日

に当たるときは、その日後のその日に最も近い

休日以外の日） 

(2)a略 

２ 略 
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○長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第43号                                         

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。       

令和６年９月30日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成21年栃木県規則第46号）の一部を次のように改正す

る。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

附 則                                            

この規則は、令和６年10月１日から施行する。                               

（住宅課）  

 

 

改   正   後 改   正   前 

（自然災害基準） 

第４条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害

による被害の発生の防止又は軽減に関する基準

は、申請に係る建築物が次に掲げる区域内に存し

ないこととする。 

(1)a建築基準法第39条第１項に規定する災害危険

区域 

(2)～(4) 略 

（自然災害基準） 

第４条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害

による被害の発生の防止又は軽減に関する基準

は、申請に係る建築物が次に掲げる区域内に存し

ないこととする。 

 

 

(1)～(3) 略 


